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研究成果の概要（和文）：本研究では(1)電磁気現象を正確に検知する複合観測システムの構築と海底電磁場観
測の実施，(2)信号弁別や時系列データ処理などの信号処理法や統計的評価法の開発，(3)電磁気探査等による地
下構造の把握，(4)室内実験やモデルによる地震電磁場信号の物理機構解明，(5)電磁気学的，力学的，地震学的
データとの関連性評価の5 項目を連携させて遂行し，地震準備過程で発生するULF電磁場異常変動や電離圏電子
数異常変動などの地震との統計的有意性と地震前兆性を確認した。つまり地震前兆現象の存在を明らかにし、そ
れらを利用した短期地震予測技術の開発が可能であることがわかった。

研究成果の概要（英文）：In this research, the followings have been coordinated and executed; 1) 
Construction of the integrated electromagnetic observation network in Boso area and ocean bottom 
electromagnetic measurements off Boso, 2) Development of signal processing methods such as signal 
discrimination, time series analysis, and statistical evaluation, 3) MT exploration of the Boso 
Peninsula to understanding the underground structure, 4) Elucidation of the physical mechanism of 
seismo-electromagnetic signals by rock experiments, sand box experiments, and computer simulations, 
5) Investigation on correlation among mechanical, seismological, electromagnetic phenomena. 

We found the statistical significance between sizable earthquake and ULF magnetic or Ionospheric 
anomalous changes and assessed them as precursors of the earthquake. That is, we found out the 
existence of precursory phenomena in earthquake preparation process and it is possible to develop 
the short-term earthquake forecast technology using them.

研究分野：地球物理学、信号処理

キーワード： 電磁場複合観測　MT観測　地震準備過程　雑音除去・信号検知　統計的有意性　モルチャンエラーダイ
アグラム解析　室内実験
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
2004 年中越地震，2008 年四川地震，2011
年東北地方太平洋沖地震など被害地震が毎
年発生している．地震の短期予測はその重要
性にもかかわらず達成されていない．2007年
から始まった緊急地震速報は，ある程度離れ
た場所で生じた大地震には効力があるが，直
下型地震では，P波と S波の到達時間差がな
く無力である．阪神大震災以降，短期・直前
予測は困難と言われているが，近年，地震や
火山活動などの地殻活動に関連する様々な
電磁気学的な現象が報告されており，従来の
弾性学的なパラメータに加えて，地殻活動を
予測するパラメータとして有効である可能
性が極めて高い．近年では米国地球物理連合
等の学会にて地震電磁気セッションが設け
られ，地殻活動に伴う電磁気現象は，未解明
の物理現象として，また，その予測手法とし
ての重要性が認識されている．千葉大では
2001年より南関東を中心に，地震前兆現象の
検出を試み，それを利用した監視と短期予測
手法の検討を ULF 帯(ここでは周波数 10Hz
以下)の電磁気観測を主体として実施してい
る．南房総と西伊豆では観測点距離 5kmのア
レーを構成し，詳細な観測を行っている．ま
た名工大では 20年前より ELF帯の電磁気現
象の観測学的研究を実施している．ULF 帯電
磁場現象のモデルに関しては，①electrokinetic
効果による電磁放射，②microfracturing によ
る電磁放射，③比抵抗構造の変化，④ピエゾ
効果等の可能性が考えられるが，物理機構の
解明に直接結びつく波形データはこれまで
検出できなかった．しかし，2000～2010年の
データを詳細に解析したところ，2002 年 10
月および 2007年 8月の房総 slowslipイベント
(SSE)に関連して，電磁場異常変動が深夜に観
測された．極性や到来方向を調査すると，02 
年と 07年の 2つの SSEとも地下に線電流源
を仮定すると，観測された波形の特徴が説明
でき， electrokinetic仮説を強く支持する結果
である．また，ULF 帯の磁場強度変動と地震
発生との相関を統計解析したところ，磁場鉛
直成分の活動度と地域の地震活動との間に
統計的有意な相関があり，その相関の強さは
地震活動の規模に依存する傾向があった． 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，震源域に近い海域と陸域
でシームレスの複合電磁場観測を展開し，精
度良い基礎データを蓄積し，電磁気現象の物
理機構解明への足がかりをつかむ．つまり，
その時空間分布や再現性・普遍性などの情報
を蓄積することにより，地震準備過程や地下
流体の動きに関連する電磁気現象の理解を深
めることである．加えて室内実験や計算機実
験等を行い，観測された電磁場異常変動と地
殻変動との関係を観測学的/実証論的に検証
し，その発生機構を解明し，地殻変動準備過
程や地下流動を監視する技術を開発する． 
 

３．研究の方法 
本研究では上記の目的のために，(1)電磁気
現象を正確に検知する複合観測システムと
データベースの構築，(2)信号弁別や時系列デ
ータ処理などの信号処理法や統計的評価法
の開発，(3)電磁気探査／電気探査による地下
構造の把握，(4)室内実験やモデルによる地震
電磁場信号の物理機構解明，(5)電磁気学的，
力学的，地震学的データとの関連性評価の 5 
項目を連携させて遂行した．具体的には房総
地域にて ULF/ELF電磁場，海底電磁場，大気
電場等の複合観測点網を構築し，異常変動の
有意性や普遍性・再現性を吟味し，その検知
や診断用のデータ解析手法を確立し，観測学
的／実証学的に地震電磁気現象の物理機構
解明を目指した．国際ワークショップや連絡
会議を開催し，研究者間の情報共有や相互理
解，解析結果の評価をしながら研究を進めた． 
 
４．研究成果 
本研究では前節の研究の方法で示した5 項
目を連携させて遂行し，電磁気現象を精確に
把握し，地震準備過程や地下流動を監視する
手法を開発した．結果として，査読論文73編，
査読なし論文53編，著書5編，招待講演39件（う
ち33件国際会議），学会発表418件（うち192
件国際会議）の研究成果の発表があり，活発
な研究活動を行ったといえる．なお，投稿準
備中の論文も数多くあり，今後も増加予定で
ある．以下に項目毎に成果をまとめる． 
(1)電磁気現象を正確に検知する複合観測シ
ステムとデータベースの構築：房総半島の観
測点の増強を行った．具体的には房総清澄観
測点，房総旭観測点へのELF電磁場観測装置
の新設，旭観測点への地中ラドン濃度観測装
置の配備，一部の既存ULF電磁場観測装置の
更新を行い，既存観測点の複合化を行うとと
もに海底観測を実施した． 

ELF観測では新型のELF帯観測装置を開発
した．この装置は1台のPCと東西，南北，鉛
直のアンテナおよびアナログ回路からなり，
223Hzの磁界を観測できるほか，商用電源をパ
ルスとして観測できる．観測PCは，商用電源
パルスを適応フィルタによって適切に成形し，
キャンセリング信号としてD/A変換ボードを
通して出力する．このキャンセリング信号に
よって，アンテナから届く信号に重畳した商
用電源雑音が回路上で打ち消され，精度の高
い観測が可能となった．回路を小型化，樹脂
箱にアンテナを収めることで，設置時の空間
的，時間的コストを削減した．新型を鴨川市
の清澄観測点，旭市の旭観測点に設置した．  
(2)信号弁別や時系列データ処理などの信号
処理法や統計的評価法の開発： 
①ULF電磁場観測データ：気象庁柿岡観測点
について，鹿屋観測点をリファレンスとする
2001～2010年の統計解析を実施し，統計的有
意性・前兆性を評価し，最適なパラメータを
調査する方法を提案した．また，従来の手法
では単一の観測点または相関の高い観測点間



のデータを解析していたが，地磁気変換関数
を用いた任意の観測点間に拡張した方法を提
案した．地震活動とULF磁場変動との相関や
統計地震学で用いられるMolchan’s Error 
Diagram(MED)解析を行ったところ，統計的有
意性，前兆性が得られ，ULF磁場異常は短期
地震予測の指標になることがわかった． 
② ELF 電磁場観測データ：信号に含まれる
背景雑音の推定分離について，外積展開によ
る分離する方法を検討した．通常，背景雑音
は誤差関数として絶対値誤差を用いたテン
ソル積展開(TPE-AE)により推定できるが，雑
音の統計的性質に影響される．このため，修
正トリム平均(MTM)に基づく外積展開手法
を提案し，シミュレーションにより良好な特
性であることを確認した． 
新型 ELF帯電磁波観測装置について，それ
らに実装した商用電源雑音キャンセラの挙
動の検証を行い，50Hzの高調波の雑音レベル
が 40dB 低減されること，その他の周波数に
ついて新たに雑音が重畳することを確認し
た．異常検出手法においては，環境電磁波強
度の波形の複雑さが季節によって変化する
ため，波形のケプストラムを HMMでモデル
化する際に，季節ごとの最適状態数の検討を
行った．どの季節においても状態数の増加が
モデル適合度の向上につながらないことを
確認した．ELF帯環境電磁波の解析に用いる，
準L1ノルム最小化に基づくNMFアルゴリズ
ム（QL1-NMF）に関し，新たなコスト関数を
導入することで改良を行った．これまでのも
のと同等の信頼性と計算時間のもとで，安定
性を大きく改善することに成功した．画像化
されたELF帯環境電磁波からHMMを用いて
地殻の異常検出を行う手法の検討を行った． 
③ULF/ELFデータ解析：中部大学のULF/ELF
帯電磁波観測データを解析した．2014 年 11
月 22日に長野県北部で発生したM6.8の地震
前後の中津川観測点で観測されたデータや
2016 年 4 月に発生した熊本地震に関して
ULF/ELF 帯電磁波観測システムで観測され
た電磁波の方位測定解析を集中的に行った． 
④ 電離圏電子数変動解析：先行研究によっ
て日本付近では M6 以上の地震の 1-5 日前に
電離圏電子数(TEC)が有意に増加することが
わかっている．先行研究では地磁気嵐に起因
する TEC 異常を統計的に定めた地磁気擾乱
期間に基づいて解析から除外していたが，精
度をあげるためには，地磁気嵐に起因する電
離圏擾乱期間を除外し，地震と TEC異常の関
連を統計的に調査する必要がある．そこで，
1998～2013年に発生した294個の地磁気嵐を
強度と発生地方時で分類し，分類クラス毎に
地磁気嵐に起因する電離圏擾乱の平均的な
変動を求めた．具体的には地磁気嵐発生の 2
日前～5 日後のデータを抽出し，ブートスト
ラップ法を用いて TECの平均値を算出し，閾
値を超える期間を地磁気による擾乱期間と
して除去した．次に上記データを除去したデ
ータを用いて地震に先行する TEC 異常の統

計解析を行った．本研究では，1998年 5月～
2013年 12月に発生した，M≧6.0，D≦40 km
の 87個の地震を解析対象とした．その結果，
地震発生の 1～5日前に有意な正の TEC異常
が発生することがわかった．さらに地震に対
する TEC異常の前兆性を調査するMED解析
を行ったところ，先行研究で用いた地磁気擾
乱期間を除去するよりも，本研究で定めた電
離圏擾乱期間を除去したほうがより前兆性
が高まることがわかった． 
また，国分寺で観測された 1958～2017 年
の 60 年間にわたるイオノゾンデデータを用
いて地震に先行する電離圏異常の統計解析
を実施した．具体的には国分寺を中心に半径
1000km以内で発生したM6以上，深さ 40 km
以浅の地震との相関と MED 解析を実施した．
その結果，地震に 6-10 日間先行する NmF2
の有意な正の異常とその前兆性がわかった． 
さらに，開発した 3次元トモグラフィーを
用いて 2011 年東北地震前の電離圏電子数変
動の時空間構造の特徴を調査した．その結果，
震央上空付近の高度 200-300km付近の電子密
度が過去 15 日の中央値より約 60%減少し，
その周囲と上空では 200%ほど増加している
ことがわかった．1998-2010 年の M≧6 の地
震と 2011年東北地震の計 53件のうち，10時
間以上電離圏異常が継続する地震は 8件あり，
そのうちの 7件で類似した構造が見つかった．
また，地震前の電子数変動について日本付近
では水平東向きの電場が付加されれば説明
可能であることがわかった．また，地磁気嵐
による電離圏嵐時の 3次元電離圏解析をした
ところ，地震に先行する電離圏異常の時空間
分布とは特徴が異なることがわかった． 
⑤大気電気パラメータデータ解析：日本付近
では M6 以上の地震の 1-5 日前に電離圏電子
数が有意に増加すると報告され，この現象は
震源近くにおける付加的な水平東向きの電
場あるいは上向き電流で説明でき，これらの
発生機構として，地圏―大気圏―電離圏結合
が提案されている．この中には地震準備段階
における地殻中の応力変化によって地中の
ラドンガスが大気中へ散逸し，空気分子や原
子を電離し，地表付近の大気伝導度や大気電
場を変調し，これが付加的な水平電場や鉛直
電流の原因となるという仮説がある．この仮
説を観測学的に検証するために大気電場，大
気イオン濃度，大気ラドン濃度，地表付近の
地中ラドン濃度，気象要素の総合観測を旭観
測点で開始した．地中ラドン濃度変動量と地
震との関連を調査するためには，気温や気圧
等による地中ラドン濃度の変化を除去する
必要がある．そこで，地中ラドン濃度や気象
要素ついてマルチチャネル特異スペクトル
解析法(MSSA)による調査を行った．その結果，
気温の日変化や大気潮汐などが原因と考え
られる変動成分の存在が判明し，これらを分
離・除去することで，地下からのラドン flux
を推定することに成功した．今後は flux変動
と観測点近傍の地震活動の関係を調査し，電



離圏異常の原因となるかどうかを検討する． 
(3)電磁気探査等による地下構造の把握： 
①陸域観測： 2014年 11月から 2015年 3月
にかけて房総半島北部を，2015 年 11 月から
2016年1月にかけて房総半島南部を対象とし
て MT 探査を実施した．観測点は緯度経度 5
秒毎に 41 箇所設けた．全観測点において
Phoenix Geophysics社のMTU-5, 5A, netを用
い，サンプリング周波数 15, 150, 2400 Hzのデ
ータを観測し，約 0.003– 3000sのMTインピ
ーダンスを推定する．41 箇所の観測点の内
12箇所ではテラテクニカ社の U-43も用い，
サンプリング周波数 1 Hzのデータを観測し，
約20 – 15000sのMTインピーダンスを推定し
た．雑音の少ない深夜のデータのみを用いて，
代表的な断面について，深度 2 ㎞位までの 2
次元比抵抗構造を求めた結果，この地域の浅
部に広く分布する上総層群が非常に低い比
抵抗値を示すことがわかった． 
②陸域データ解析：上記のほとんどの点で，
観測点近傍の直流電車や人工的な電磁雑音
による near field効果が見られた．その影響を
軽減するために，遠方にある観測点の磁場記
録を用いて local な雑音の影響を軽減するリ
モートリファレンス処理を行った．さらに，
スパイク状の雑音等を軽減できる BIRRP 法
によるデータ処理も試みた．リモートリファ
レンス処理や BIRRP 法では除けない雑音が
あり，以下の 2手法を試みた． 
(i)独立成分分析（ICA）：ICAは，混在する雑
音を分離する手法であるが，雑音がシグナル
と比べて大きいような場合はシグナルと認
識するのが難しいことがある．そこで，遠方
の雑音の入っていない磁場記録（水平磁場成
分は遠方でもほぼ同じ変動を示す）を参照す
ることでシグナル成分を認識することにし
た．BIRRP法による結果と比較して，ICAに
よる雑音除去の効果が認められるところも
あることが分かった．さらに，雑音除去を試
みて改善された測定結果（見掛比抵抗とイン
ピーダンス位相）を用いて，比抵抗構造の 3
次元モデリングを試みた．本研究では
ModEM を用いた．対象地域は海に囲まれて
おり，また多くの対象域が表層を低比抵抗の
上総層群に覆われているので，それらの影響
を調べたところ，深部構造に対する感度が低
下することが分かった．3 次元インバージョ
ンを試みた結果を，房総半島を東西方向断面
でみると中央部が周囲に比べて相対的に低
比抵抗であり，その幅は南に行くほど広がる
が鴨川―鋸南測線以南では急に狭くなる．ま
た，表層数 km以浅には 1～10Ωm程度の低比
抵抗域が見られるが，その厚さには変化があ
り一宮―君津測線で厚くなっていて，特に西
側で厚くなる傾向がみられる．SSEはこのあ
たりで発生している．現段階ではこのような
結果が得られたが，まだデータの雑音除去が
十分でないことや 3次元インバージョンも計
算条件に対する構造の変化を検討していな
い状況にあるので，今後さらに研究を進める

必要があることがわかった． 
(ii)特異スペクトル解析：取得したMTデータ
は，厚い堆積層や直流列車等による人工雑音
影響が大きい．現在MT解析で最もよく利用
されているロバストなインピーダンス推定
手法は BIRRP法であるが，この方法では対象
観測点以外に参照観測点のデータを用いて，
統計を利用して周波数領域でMT応答関数を
計算している．しかし，BIRRP法では地下の
比抵抗構造をうまく推定できなかった．そこ
で，MSSAを用いて，時間領域において人工
雑音を除去し，信号/雑音比を改善した後に周
波数領域において BIRRP による比抵抗構造
を推定する手法を試みたところ，現実的な比
抵抗構造を安定に推定することができた．房
総半島のように人工雑音の多いMTデータは，
MSSAにより時間領域において信号を改善し
た後，従来のMTインピーダンス推定を行う
ことが有効であることがわかった． 
③海域観測とデータ解析：海底電磁場観測に
ついては，京都大学が所有している海底電磁
場観測装置(OBEM)を房総半島沖の海底(水深
1000m～2000m)への設置・回収作業を行った．
房総半島沖合のプレート境界断層では SSE
域が確認されており，数年間隔で活動してい
る．海底電磁場観測により SSE域の電気伝導
度構造が解明されると期待される．2015年 7
月に3台のOBEMを調査船から海底に設置し
た．磁場 3成分と水平電場 2成分を 10Hzま
たは 1分サンプリングで観測した．観測は
2016年 3月までの約 7ヶ月半実施し，ハイサ
ンプリング電磁場データを取得できた．デー
タを予察的に解析したところ，房総半島の沖
合のプレート境界層(SSE域)では見かけ比抵
抗が低下する傾向があり，SSE域と地下流体
の関係性を示唆している可能性がある． 
(4)室内実験やモデルによる地震電磁場信号
の物理機構解明： 
①圧力誘起電荷：圧力誘起電荷の物理的値を
実験的に検証するために，ハンレイ岩等の岩
石破壊実験を温度変化させて実施した．本研
究の目的は，地殻内の応力変化による地表面
分極の可能性とそれを利用した計算機シミ
ュレーションの実現のためである．結果とし
て，流動電位による正電荷の移動とそれによ
る通常の大気電場である 100-150 V/mと同等
以上の誘起が期待され，上空に影響を与える
と期待されることがわかった．今後は地殻電
磁場発生モデルの構築と電離圏電子密度変
化のシミュレーションを実施し，地震前の
TEC異常現象の物理を解明する必要がある． 
②マイクロ波：岩石破壊に伴うマイクロ波発
生を発見し，その発生機構の研究を行ってき
た．本研究では，岩石破壊と地震前のマイク
ロ波発生の物理現象を調査した．本格的に解
析するにあたり，センサ間の感度補正が必要
となる．そのために複数の周波数を使ったリ
モートセンシングにおいて，各周波数のアン
テナビームの地上足跡径を補正する手法を
開発した．実衛星データに本手法を適用した



ところ，6.9 GHzと 10.7GHzの 2周波数にお
ける足跡径差は，海岸線の幅の差が見えない
くらいに小さくできた．今後はこの手法を用
いて国内定点観測など地震に関連する衛星
リモートセンシングマイクロ波解析を実施
するとともに，衛星解析結果の妥当性を示す
ために地上での岩石破壊時のマイクロ波／
赤外線放射観測実験も行う必要がある． 
③地殻内電磁波伝搬シミュレーション：本課
題では媒質の導電率のため数 Hz 程度の低周
波を扱うのに対し，不均質性からセルサイズ
は波長に比べ極めて小さく，従来の FDTD法
は安定条件により計算ステップ数が増加し
てしまう問題がある．この問題を解決するた
め，無条件安定解法であるWeighted Laguerre 
Polynomial FDTD(WLP-FDTD)法に注目し，従
来の FDTD法より飛躍的に計算量が少ない地
殻内電磁波伝搬シミュレーション法を開発
した．WLP-FDTD法と従来の FDTD法を用い
て，地殻内に波源があるときの地表面での 2
次元シミュレーション波形を行った．波源の
深さは 20 km，観測点は波源の直上の地表面，
セルサイズは 1km×1km，地殻の導電率は 0.01 
S/m とした．その結果，従来の FDTD 法と
WLP-FDTD 法の結果は一致しており，
WLP-FDTD法の精度に問題がないが，計算に
要した計算時間は，従来の FDTD法では安定
条件のために，計算の反復回数が多くなって
しまい，1000 秒以上の時間がかかる一方，
WLP-FDTD法では t > 0の任意の時刻の応答
が得られるため，精度を上げるための関数の
次数を増すための 201 回の反復のみとなり，
0.4 秒で計算が終わることがわかった(Intel 
Core-i7 2700K(3.5GHz)を使用)． 
④電波伝播シミュレーション高速化：大規模
問題を高速に計算するための GPU NVIDIA 
Tesla K20 を 64 台搭載したGPU クラスタに
よる FDTD 法の高速化に関する検討を行っ
た．これまでに開発してきた GPU クラスタ
向けの FDTD並列プログラムを GPU 64台を
搭載した比較的大規模な GPU クラスタで評
価した結果，単精度で 6.2 Tflops，倍精度で
3.7 Tflops が得られ，ルーフライン理論によ
りメモリアクセスを考慮した理論性能と比
較すると 75 %程度の演算性能が得られてい
ることを明らかにした．また，実際の大規模
問題への応用例として，地中レーダにおける
鉄筋探査シミュレーションや仙台市の数値
地形モデルを用いた雷放電電磁界解析にお
いては，これまで 170 時間を要していた地中
レーダシミュレーションが 30 分程度で，14 
時間を要していた雷放電電磁界解析が 1 分
程度で計算できることを示した． 
⑤ULF電磁場発生の解明：ULF電磁場変動の
有力な発生機構の 1つが electrokinetic効果で
ある．これを検証するために自然電位トモグ
ラフィーの開発，数値シミュレーションおよ
び水槽実験を実施した．まず，地下水動態か
ら自然電位を推定する順問題において，
electrokinetic 効果を表す式を解くために，圧

力水頭から電荷分布を求めるプログラムを
作成した．地下水流動シミュレーション
AC-UNSAF2D と上記プログラム，そしてク
ーロンの法則による電位計算プログラムを
用いて，水槽実験モデルで数値シミュレーシ
ョンを行い，その結果は自然電位の実観測デ
ータと調和的であった．次に，自然電位から
電荷分布を求めるために，線形正則化法を用
いた逆解析プログラムを作成した．また，求
めた電荷分布から圧力水頭を計算するプロ
グラムも作成し，小型水槽実験で観測された
自然電位データから電荷分布および圧力水
頭，流速を算出した．その結果，実際の自然
電位変動は electrokinetic効果で説明でき，自
然電位トモグラフィーによる地下水動態の
推定が定性的に有効であることを示した． 
(5)電磁気学的，力学的，地震学的データとの
関連性評価：地震の発生頻度とマグニチュー
ドの関係はGutenberg–Richter則によって表さ
れる．b値は大地震と小さい地震の相対的発生
率を表し，大地震発生の数年前あるいは数十
年前からb値が低下するという報告が多くあ
る．本研究では，以下のb値解析を実施した． 
①中長期：電磁波データとの時空間的な比較
検討を目的として，GIS による地震活動をは
じめとした地球観測データの可視化に着手．
日本周辺の地震観測データ及び GEONET デ
ータによる地殻変動の状況もGISで可視化し
た．2016年 4月の熊本地震に関して周辺地域
の b値変動，GNSSデータによる地殻変動の
状況をGIS上に表現し時空間的な解析を行っ
た．断層帯の近傍の地震を使用して断層帯ご
との b値の時間変動を調査し，GIS上で可視
化した．内陸の活断層だけでなく南海トラフ
や相模トラフなどの日本周辺のプレート境
界領域の地震活動に対して，高解像度で b値
を計算し GIS上に表現して可視化し，web上
で試験公開した(http://strain.isc.chubu.ac.jp)． 
②短期：b 値を用いた短期的な地震前兆検出
の可能性を検証した．MAXC法を用いて解析
期間の Mc を決定し，b 値の時間変化を解析
するため，地震カタログを window 200 で切
り出し，1 日でシフトし，最尤法で b 値を推
定した．さらに，赤池情報量基準に基づく
ΔAIC を用いて変動の有意性を評価した．そ
の結果，2003年と 2008年のM8.0およびM7.1
の十勝沖地震の発生に関して，大地震が発生
する約 3か月前から b値の継続的な低下が見
られ，地震が発生する直前(4-5日前)にも b値
の小さな低下があり，かつ b値変動の有意性
が認められたが，M6 クラスの地震では顕著
な b値変化はなかった．中国四川地震につい
て同様な解析をしたところ，同様な結果が得
られ，M8 クラスの地震に対して b 値を用い
る地震予測の有効性を示す結果が得られた． 
 (6)その他： 2014年 6月，2017年 7月に全
体の連絡会議を開催した．2015～2017年の国
内外の学会においてセッションを主催した．
また，2014 年 8 月，2015～2017 年の 5 月に
地震準備過程に関する国際ワークショップ



を 4回主催し，研究者間の情報共有や相互理
解，解析結果の評価をしながら研究を進めた． 
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